
①健全化判断比率の結果

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率
（黒字の場合は負の値で表示している。）

※実質赤字比率12.87％とは…その年度の赤字額が標準財政規模の12.87％を占める状態

※実質公債費比率25％とは…借金の返済や利子の支払のため標準財政規模の25％が充てられている状態

※将来負担比率が350％とは・・・標準財政規模の3.5倍の負債がある状態

②連結実質赤字比率の内訳（※全ての会計が黒字のため、連結黒字で示しています。）

③資金不足比率の結果

水道事業会計

下水道事業会計

（黒字の場合は負の値で表示している。）

  ▼早期健全化基準以上
⇒財政健全化計画の策定など、
　 自主的な改善努力による
　 財政健全化

⇒財政再生計画の策定など、
　 国等の関与による確実な再生

  ▼財政再生基準以上

■ 令和７年度健全化判断比率の状況

令和７年度 財政健全化判断比率等算定結果分析
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法適用 6.72％ 930,512千円

（水道事業 6.18％ 855,292千円）

（下水道事業 0.54％ 75,220千円）

全ての会計が黒字決算

水道事業の黒字額は、引き続き老朽

管更新等の設備投資を行う必要があ

るため、減少傾向が続くと考えられる。

【特別会計】

国民健康保険事業特別会計0.16％

介護保険事業特別会計0.33％

後期高齢者医療事業特別会計0.09％

特別会計 0.58％ (80,463千円)
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増減 増減要因
実質赤字比率 ― ― ― ※比率が算定されない場合は「－」を記載している。

連結実質赤字比率 ― ― ―

実質公債費比率 ▲ 0.5 単年度推移 令和５年度：4.4% 令和６年度：2.9% 令和７年度：3.7%

※実質公債費比率は３か年平均 ※単年度比率は表示単位未満四捨五入

【参考】実質公債費比率＜３か年平均・単年度の推移＞

将来負担比率 - ※比率が算定されない場合は「－」を記載している。- -

令和６年度 令和７年度

4.1 3.6

【分子　増加要因】
・元利償還金の増　＋14,141千円
・公営企業の地方債償還に充てた繰入金の増　＋33,432千円
・特定財源の減　▲57,166千円
・災害復旧費等に係る基準財政需要額の減　▲47,208千円
【分子　減少要因】
・事業費補正の増　＋33,181千円
 
【分母　増加要因】
・標準税収入額等の増　＋129,786千円
・災害復旧費等に係る基準財政需要額の減　▲47,208千円
・普通交付税額の増　＋264,990千円
【分母　減少要因】
・事業費補正の増　＋33,181千円
・臨時財政対策債発行可能額の皆減　▲45,199千円

■ 前年度増減要因
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①実質公債費比率と将来負担比率で見る財政構造の経年変化
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■ 健全化判断比率の年度別推移

■ 各指標による財政分析
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令和７年度は、令和６年度と比較して実質公債費比率および実質赤字比率は減少し、

連結実質赤字比率および将来負担比率は増加した。
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平成22年度以降は、各年度のポイントが表の左下方向へ移動している。

⇒市債の繰上償還や基金への積立てを実施したため、より安定的な財政運営

の方向に向かってきた状態を示している。

現時点では財政運営

に問題はないが、将

来悪化する領域

現時点においても将来

的にも厳しい状況で早

期改善が必要な領域

現時点では厳しい

状況だが将来的に

は改善していく領域
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②実質公債費比率から本市の財政状況を考察

・

・

・ 今後の実質公債費比率の見通しについて、指標の分子の中でも分母比の大きい一般会計の元
利償還金が増加傾向にあることから、実質公債費比率は微増する見込みである。今後も市債の
新規発行は必要最低限に抑え、交付税措置のあるものを優先して発行することで実質公債費比
率の抑制を図る。また、基金残高を確保することにより将来負担比率を改善し、健全な財政運営
を図る。

実質公債費比率は、平成30年度以降、指標の分子となる一般会計の元利償還金が増加傾向に
あり、今後においても、借入金利が上昇しているため、新発債の借入や既発債の利率見直しにお
いて金利が上がり、増加傾向が続くものと見込まれる。一方で、公営企業の地方債償還の財源に
充てた繰入金が下水道事業債の償還ピークを過ぎたことから減少傾向にあったが、令和７年度は
資本費平準化債の発行額減により増加し、分子総額が増加した。

また、分母となる標準財政規模が増額したことなどにより、単年度数値は3.7％（令和６年度
2.9％、0.8ポイント増）、３か年平均は3.6％（令和６年度4.1％　0.5ポイント減）となった。

後年度負担軽減のため、特に平成21年度から積極的に行ってきた繰上償還の実施と基金積立て
により、実質公債費比率と将来負担比率の指標が理想的な財政構造へ移行してきたことを示して
いる。

令和７年度の健全化判断比率から、本市の財政状況はおおむね安全領域にあることを示してい
る。
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